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電力不足による節電への態度と身体活動増減認識との関連
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目的 本研究の目的は，2011年夏季の電力不足という環境変化による節電への態度が，身体活動増

減認識と関連したかどうかを明らかにすることであった。

方法 首都圏・京阪神圏都市部の20～79歳の2,400人に，Web 調査を実施した。主な質問項目は，

節電への態度（努力，受容，憤怒の 3 項目）と，4 つの場面における身体活動の増減認識（歩

く時間，階段の昇り降りや自転車に乗る機会，自宅や職場での身体活動，運動・スポーツ機

械）であった。人口統計学的要因を調整したロジスティック回帰分析により，両者の関連性を

検討した。

結果 電力不足による節電に対する態度の「努力」は，「歩く時間（Odds Ratio1.44, 95Conˆ-
dence Interval1.11–1.89）」，「自転車乗車機会と階段昇降（OR1.61, 95CI1.23–2.12）」，

「自宅や職場での身体活動（OR1.53, 95CI1.18–2.00）」の増加認識と関連していた。ま

た，「受容」は，「自転車乗車機会と階段昇降（OR1.50, 95CI1.12–2.02）」，「自宅や職場

での身体活動（OR1.50, 95CI1.13–2.00）」の増加意識と有意に関連していた。一方，

「憤怒」は，「歩く時間（OR0.80, 95CI0.66–0.95）」，「自転車乗車・階段昇降（OR

0.79, 95CI0.65–0.96）」の増加認識とは否定的な関連する一方，「運動・スポーツ機会

（OR0.84, 95CI0.70–1.02）」の減少と肯定的な関連を示した。

結論 電力不足による社会的取り組みを前向きに受け入れ，自らも節電努力をしようとする態度を

持っていることが，身体活動が増加したと認識することと関連していることが示唆された。

Key words節電への態度，電力不足，身体活動，エコロジカルモデル

 緒 言

健康の維持増進のために身体活動や運動が有効で

あることは多くの研究によって明らかになってい

る。しかし，2012年に行われた「21世紀における国

民健康づくり運動（健康日本21）」の最終評価1)に

よると，重点課題とされていた身体活動・運動の項

目では，日常生活における歩数および運動習慣者の

割合の双方ともに改善はみられていない2)。そのた

め，引き続き，健康日本21（第 2 次）においても，

ライフステージに応じた健康づくりの促進や社会環

境の整備など，身体活動の促進が目標として掲げら

れた3)。

身体活動を実践する者を増やす方策を考える上で

は，人々の身体活動の実践に影響する要因を把握す

ることが必要不可欠である。エコロジカルモデル4)

によれば，心理的要因だけではなく，人々を取り巻

くあらゆる環境要因（自然環境，政策，仕事，近隣

都市状況など）も，身体活動に影響を及ぼす要因の

1 つである。実際，これまでの研究でも，身体活動

と環境要因との関連性が報告されてきている5～7)。

エコロジカルモデルを前提とすれば，東日本大震

災による原子力発電所の停止に伴う全国的な節電に

対する取り組みという特殊な環境変化も，人々の身

体活動にもなんらかの影響を与えたと想定される。

たとえば，2011年夏季には，東京電力管内で電力使

用制限令が発布され8)，公共施設，民間企業，学校

など，人々の仕事や日常生活を取り巻く環境が激変

した。節電への取り組みの中には，エスカレーター

の停止9)や，鉄道の運行本数の減少など，身体活動

機会の増加につながると思われる内容も含まれる。

そのため，節電への取り組みを肯定的に受け止める

ことで，節電対策として，積極的に身体活動を行う

ように心掛けるようになった人もいるかもしれな

い。実際，海外の研究では，大気汚染防止やリサイ

クルなどの環境配慮に対して，肯定的な態度を有す

る人は，そうでない人より，通勤や通学において徒

歩や自転車という身体活動を伴う移動手段を選択す
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る確率が高いことが報告されている10)。もし電力不

足による節電への態度と，身体活動の実践への意識

との間に関連性が認められるのであれば，健康だけ

ではなく，節電への態度の変化も，身体活動に対す

る動機づけの 1 つとなり得る可能性が示唆されるだ

ろう。

本研究の目的は，電力不足という環境変化による

節電への態度と，身体活動増減認識との関連性を検

証することであった。

 研 究 方 法

. 対象者および調査方法

本研究では，震災直後の影響を避け，夏季終了お

よび電力使用制限令終了日の2011年9月22日～25日
の 4 日間に横断調査を実施した。インターネット調

査会社（以下，A 社）に委託し，A 社の登録モニター

（全登録者数約120万人）を対象に調査を行った。具

体的には，東京都，神奈川県，埼玉県，大阪府，京

都府，兵庫県在住者のうち，20代，30代，40代，50
代，60～64歳，65歳以上の 6 層から，男女各200
人，計2,400人の回答が得られるように調査を A 社

へ委託した。60歳以上については，WHO 世界保健

機構の高齢者の定義（65歳以上を高齢者と定義）を

用いて，60～64歳と65歳以上に分けて層化を行っ

た。委託を受けて A 社は，モニター20～79歳から

無作為に抽出された10,444人を対象に，調査画面へ

のリンクを張り付けた e-mail にて調査への協力依

頼を行った。その際，本調査の趣旨，参加は自由で

あること，プライバシーと匿名化は厳守されること

を説明し，同意が得られる場合は，リンク先から調

査画面に進み，調査に回答するよう依頼した。最終

的に回答数が各層200人に達した時点で調査を打ち

切った。

個人情報に関しては，登録モニターと社会調査会

社との間で契約されており，回答者のプライバシー

は完全に保護されている。また，本調査は，事前に

早稲田大学における研究倫理審査委員会の承認（承

認番号2011–119）を得て実施された。

. 調査項目

電力不足による節電への態度については，「震災

後の電力不足によるこの夏の電力使用制限令には，

いきどおりを感じる（以下，憤怒）」，「震災後の電

力不足による節電について自らできるかぎり努力し

た（以下，努力）」，「震災後の電力不足による節電

に対し，他者が積極的に取り組むことを好ましく思

った（以下，受容）」3 項目の質問を設け，「1. 非常

にそう思う」～「4. 全くそう思わない」までの 4
件法を用い回答を得た。

電力不足の影響による身体活動の増減認識につい

ては，「節電の影響で，歩く時間に変化はありまし

たか（以下，歩く時間）」，「節電の影響で，階段の

昇り降りや自転車に乗る機会に変化はありましたか

（以下，階段昇降や自転車乗車機会）」，「節電の影響

で，自宅や職場での身体活動（家事，庭仕事，家の

手入れ，家族の介護，重い荷物の運搬など）を行う

時間に変化はありましたか（自宅や職場での身体活

動）」，「節電の影響で，運動やスポーツを行う機会

に変化はありましたか（以下，運動スポーツ機会）」

の 4 項目について，「1.非常に減った」～「4.非常

に増えた」までの 4 件法を用いて回答を得た。

人口統計学的要因は，インターネット調査会社が

把握している対象者の性，居住地域，年齢，婚姻状

況，フルタイム職業の有無，教育歴，世帯収入に関

するデータを用いた。

. 解析

まず，本研究対象者の集団特性を明らかにするた

めに，人口統計学的変数について，2010年国勢調査

（性別，年齢，婚姻状況，最終学歴，および職業の

有無)11)，2010年国民生活基礎調査（世帯収入)12)の

集計結果との比較を行った。つづいて，電力不足に

よる節電への態度「憤怒」，「努力」，「受容」につい

て，データの分布を確認した。その結果，電力不足

による節電への態度に関する各設問について，「非

常にそう思う」または「全く思わない」に回答した

人の割合が，「ややそう思う」または「あまりそう

思わない」と比較して，極端に少ないことが確認さ

れた（表 1）。そのため，多変量解析を行うことを

考慮し，分析に耐えうるセル数を確保するため，今

回の分析では，「非常にそう思う」または「ややそ

う思う」と回答した群と，「あまりそう思わない」

または「全くそう思わない」の 2 群にカテゴリーを

合併した。また，電力不足の影響による身体活動増

減認識に関する各設問に関しても，分布を確認した

結果，「非常に減った」または「非常に増えた」に

回答した人の割合が「やや減った」または「やや増

えた」と比較して，極端に少なかった（表 2）。こ

の項目についても，同様に，「非常に増えた」，「や

や増えた」と回答した群と，「やや減った」，「非常

に減った」と回答した群の 2 群に分類した。

次に，電力不足の影響による身体活動増減認識と

属性の関連を明らかにするために，性別，地域，年

代，結婚の有無，職業の有無，教育歴，世帯収入を

独立変数，身体活動増減認識（「歩く時間」，「階段

昇降や自転車乗車機会」，「自宅や職場での身体活

動」，「運動・スポーツ機会」）を従属変数としたロ

ジスティック回帰分析を実施し，オッズ比（OR）
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表 電力不足による節電への態度（度数分布) n＝2,400

非常にそう思う ややそう思う あまり思わない 全く思わない

n  n  n  n 

節電について自らできるかぎり努力した（努力) 591 24.6 1,456 60.7 303 12.6 50 2.1
節電に対し，職場・地域などが積極的に取り組
むことを好ましく思った（受容)

691 28.8 1,385 57.7 282 11.8 42 1.8

電力不足によるこの夏の電力使用制限令には，
憤りを感じる（憤怒)

298 12.4 661 27.5 1,092 45.5 349 14.5

表 身体活動増減認識（度数分布) n＝2,400

非常に減った やや減った やや増えた 非常に増えた

n  n  n  n 

歩く時間 39 1.6 939 39.1 1,387 57.8 35 1.5
階段昇降や自転車乗車機会 33 1.4 722 30.1 1,559 65.0 86 3.6
自宅や職場での身体活動 34 1.4 1,084 45.2 1,254 52.3 28 1.2
運動・スポーツ機会 74 3.1 1,556 64.8 762 31.8 8 0.3

表 対象者の特徴

n＝2,400 平均年齢43.8歳（SD15.4)

本研究の対象者 成人全体

N  

結婚の有無

既婚 1,572 65.5 61.2
未婚・離婚・死別 828 34.5 38.8

職業の有無

フルタイムの仕事なし 863 65.2 44.1
有職者（フルタイム) 560 52.0 55.9

教育歴

大学・大学院以上 1,214 50.6 16.8
短大・専門卒 493 20.5 12.5
中学・高校卒 693 28.9 54.7

世帯年収

500万円未満 1,162 48.4 56.3
500万円以上
1,000万円未満

961 40.0 31.7

1,000万円以上 277 11.5 12.0

性別，年齢階層，婚姻状況，職業の有無，教育歴

2010年国勢調査

世帯収入2010年国民生活基礎調査
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と95信頼区間（CI）を算出した。なお，同分析

では，すべての独立変数を同時にモデルに投入する

強制投入法を用いた。

続いて，電力不足における節電への態度と，身体

活動増減意識との関連を明らかにするために，身体

活動増減認識（「歩く時間」，「階段昇降や自転車乗

車機会」，「自宅や職場での身体活動」）を従属変数，

電力不足における節電への態度（3 項目）を独立変

数，および性別，年代，地域分類，結婚の有無，フ

ルタイムの職業有無，教育歴，世帯収入を調整変数

として，ロジスティック回帰分析を実施し，オッズ

比（OR）と95信頼区間（CI）を算出した。なお，

この分析でも，強制投入法を用いた。有意水準は

5未満とし，統計解析には，PASW statistics 18を
用いた。

 研 究 結 果

. 対象者の特徴

対象者の特徴は表 3 に示すとおりである。対象者

の平均年齢（SD）は，48.3 (15.4）歳であった。既

婚者率は，全体で65.5であった。50.6が大学

院・大学卒であり，52.0がフルタイムの有職者で

あった。

我が国の成人全体と比較して，分布に10以上の

偏りが認められる変数は，地域，年代の65歳以上，

職業の有無，学歴であり，本研究集団の特性とし

て，地域別の割合が全体よりも高く，65歳以上の高

齢者の割合が高かった。また，大学・大学院卒の割

合が全体よりも高い傾向が示された。

. 電力不足における身体活動増減認識と属性の

関連

電力不足における身体活動増減認識と属性の関連

につては，表 4 に示した。「性」，「地域」，「年収

（1,000万円以上）」において，有意な関連があった。

性別では，男性と比較して，女性の方が，「自宅や

職場での身体活動」（OR0.81, 95CI0.67–0.97）
と「運動・スポーツ機会」（OR0.81, 95CI
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表 電力不足の影響による身体活動増減認識と人口統計学的変数の関連多変量解析 n＝2,400

歩く時間 自転車乗車機会階段昇降

減少 増加
オッズ比 95CI P 値

減少 増加
オッズ比 95CI P 値

N  N  N  N 

性別

男性 448 37.3 752 62.7 1 365 30.4 835 69.6 1
女性 530 44.2 670 55.8 0.88 0.72–1.06 0.177 390 32.5 810 67.5 0.95 0.77–1.16 0.583

地域

首都圏 453 37.8 747 62.3 1 310 25.8 890 74.2 1
京阪神 525 43.8 675 56.3 0.93 0.88–0.98 0.007 445 37.1 755 62.9 0.85 0.80–0.90 ＜0.001

年代

20代 147 36.8 253 63.2 1 121 30.3 279 69.8 1
30代 160 40.0 240 60.0 0.83 0.62–1.13 0.240 136 34.0 264 66.0 0.83 0.60–1.14 0.241
40代 152 38.0 248 62.0 0.88 0.64–1.21 0.430 107 26.8 293 73.3 1.13 0.81–1.58 0.470
50代 166 41.5 234 58.5 0.75 0.55–1.03 0.077 114 28.5 286 71.5 1.02 0.73–1.43 0.892
60–64歳 174 43.5 226 56.5 0.79 0.57–1.08 0.133 138 34.5 262 65.5 0.85 0.61–1.19 0.342
65歳以上 179 44.8 221 55.3 0.82 0.60–1.13 0.229 139 34.8 261 65.3 0.89 0.64–1.25 0.500

結婚の有無

既婚 653 41.5 919 58.5 1 497 31.6 1,075 68.4 1
未婚・離婚・死別 325 39.3 503 60.7 1.04 0.85–1.27 0.742 258 31.2 570 68.8 1.01 0.81–1.25 0.945

フルタイムの仕事

なし 599 45.2 725 54.8 1 440 33.2 884 66.8 1
あり 379 35.2 697 64.8 1.40 1.15–1.71 0.001 315 29.3 761 70.7 1.12 0.91–1.39 0.282

教育歴

大学・大学院以上 458 37.7 756 62.3 1 363 29.9 851 70.1 1
短大・専門卒 196 39.8 297 60.2 1.08 0.86–1.361 0.517 135 27.4 358 72.6 1.21 0.94–1.55 0.029
中学・高校卒 324 46.8 369 53.2 0.83 0.68–1.019 0.075 257 37.1 436 62.9 0.83 0.67–1.03 0.096

世帯年収

500万円未満 487 41.9 675 58.1 1 386 33.2 776 66.8 1
500万以上1,000万円未満 400 41.6 561 58.4 0.93 0.77–1.12 0.445 306 31.8 655 68.2 0.96 0.79–1.17 0.741
1,000万円以上 91 32.9 186 67.1 1.27 0.94–1.70 0.117 63 22.7 214 77.3 1.39 1.00–1.92 0.001

自宅や職場での身体活動 運動・スポーツ機会

減少 増加
オッズ比 95CI P 値

減少 増加
オッズ比 95CI P 値

N  N  N  N 

性別

男性 518 43.2 682 56.8 1 746 62.2 454 37.8 1
女性 600 50.0 600 50.0 0.81 0.67–0.97 0.025 884 73.7 316 26.3 0.64 0.52–0.78 ＜0.001

地域

首都圏 533 44.4 667 55.6 1 831 69.3 369 30.8 1
京阪神 585 48.8 615 51.3 0.95 0.90–1.00 0.070 799 66.6 401 33.4 1.05 0.99–1.12 0.077

年代

20代 170 42.5 230 57.5 1 262 65.5 138 34.5 1
30代 194 48.5 206 51.5 0.75 0.56–1.01 0.058 277 69.3 123 30.8 0.82 0.6–1.12 0.214
40代 168 42.0 232 58.0 0.95 0.70–1.29 0.736 274 68.5 126 31.5 0.80 0.58–1.11 0.190
50代 170 42.5 230 57.5 0.91 0.67–1.24 0.549 272 68.0 128 32.0 0.80 0.58–1.11 0.184
60–64歳 203 50.8 197 49.3 0.69 0.51–0.95 0.020 269 67.3 131 32.8 0.91 0.66–1.27 0.579
65歳以上 213 53.3 187 46.8 0.65 0.48–0.89 0.008 276 69.0 124 31.0 0.90 0.64–1.25 0.519

結婚の有無

既婚 731 46.5 841 53.5 1 1,066 67.8 506 32.2 1
未婚・離婚・死別 387 46.7 441 53.3 1.14 0.93–1.39 0.20 564 68.1 264 31.9 1.09 0.88–1.35 0.443

フルタイムの仕事

なし 657 49.6 667 50.4 1 944 71.3 380 28.7 1
あり 461 42.8 615 57.2 1.08 0.89–1.309 0.452 686 63.8 390 36.2 1.16 0.94–1.43 0.168

教育歴

大学・大学院以上 526 43.3 688 56.7 1 788 64.9 426 35.1 1
短大・専門卒 230 46.7 263 53.3 0.98 0.784–1.235 0.89 345 70.0 148 30.0 1.03 0.81–1.32 0.789
中学・高校卒 362 52.2 331 47.8 0.83 0.678–1.018 0.07 497 71.7 196 28.3 0.85 0.69–1.06 0.158

世帯年収

500万円未満 562 48.4 600 51.6 1 797 68.6 365 31.4 1
500万以上1,000万円未満 448 46.6 513 53.4 1.20 0.81–1.167 0.76 670 69.7 291 30.3 0.93 0.76–1.13 0.454
1,000万円以上 108 39.0 169 61.0 1.57 0.90–1.594 0.22 163 58.8 114 41.2 1.44 1.07–1.92 0.015
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表 電力不足における節電への態度と身体活動増減認識の関連 n＝2,400

歩く時間 自転車乗車機会階段昇降

減少 増加
オッズ比 95CI P 値

減少 増加
オッズ比 95CI P 値

N  N  N  N 

節電について自らで
きるかぎり努力した
（努力）

思わない 172 7 181 8 1 154 6 199 8 1
思う 806 34 1,241 52 1.44 1.11–1.89 0.007 601 25 1,446 60 1.61 1.23–2.12 0.001

節電に対し，職場・
地域などが積極的に
取り組むことを好ま
しく思った（受容）

思わない 158 7 166 7 1 143 6 181 8 1
思う 820 34 1,256 52 1.22 0.91–1.62 0.182 612 26 1,464 61 1.50 1.12–2.02 0.007

電力不足によるこの
夏の電力使用制限令
には，憤りを感じる
（憤怒）

思わない 562 23 879 37 1 427 18 1,014 42 1
思う 416 17 543 23 0.80 0.66–0.95 0.140 328 14 631 26 0.79 0.65–0.96 0.017

自宅や職場での身体活動 運動・スポーツ機会

減少 増加
オッズ比 95CI P 値

減少 増加
オッズ比 95CI P 値

N  N  N  N 

節電について自らで
きるかぎり努力した
（努力）

思わない 198 8 155 6 1 245 10 108 5 1
思う 920 38 1,127 47 1.53 1.18–2.00 0.002 1,385 58 662 28 1.15 0.86–1.52 0.356

節電に対し，職場・
地域などが積極的に
取り組むことを好ま
しく思った（受容）

思わない 185 8 139 6 1 232 10 92 4 1
思う 933 39 1,143 48 1.50 1.13–2.00 0.005 1,398 58 678 28 1.18 0.86–1.60 0.307

電力不足によるこの
夏の電力使用制限令
には，憤りを感じる
（憤怒）

思わない 670 28 771 32 1 967 40 474 20 1
思う 448 19 511 21 0.96 0.80–1.14 0.609 663 28 296 12 0.84 0.70–1.02 0.079

* 調整項目…性別，地域分類，結婚の有無，年代，学歴，職業，年収
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0.67–0.97）で減少していたと回答した者が多かっ

た。

地域別では，京阪神の方が，首都圏よりも，「歩

く時間」（OR0.93, 95CI0.88–0.98），「自転車

乗車機会」（OR0.85, 95CI0.80–0.90）が減少

したと回答した者が多かった。また，フルタイムの

仕事がある人は，フルタイムの仕事がない人より

も，「歩く時間」（OR1.40, 95CI1.15–1.71）
が増えたと認識していた。また，世帯年収が1000万
円以上の人では，そうでない人よりも，「階段昇降

や自転車乗車機会」（OR1.39, 95CI1.00–1.92）
が増えたと回答した者が多かった。

. 電力不足における節電への態度と身体活動

増減認識の関連

電力不足における節電への態度と身体活動増減認

識の関連について，表 5 に示した。電力不足におけ

る節電への態度の「努力」は，身体活動増減認識の

「歩く時間（OR1.44, 95CI1.11–1.89）」，「自

転車乗車機会と階段昇降（OR1.61, 95CI

1.23–2.12）」，「自宅や職場での身体活動（OR

1.53, 95CI1.18–2.00）」の 3 項目すべての増加

と肯定的な関連を示していた。また，「受容」は，

身体活動増減認識の「自転車乗車機会と階段昇降

（OR1.50, 95CI1.12–2.02）」，「自宅や職場で

の身体活動（OR1.50, 95CI1.13–2.00）」の増

加認識と有意に関連していた。電力使用制限令とい

う「憤怒」は，身体活動増減認識の「歩く時間

（OR0.80, 95CI0.66–0.95）」，「自転車乗車・

階段昇降（OR0.79, 95CI0.65–0.96）」の増加

認識とは否定的な関連を，また，「運動・スポーツ

機会（OR0.84, 95CI0.70–1.02）」の減少と肯

定的な関連を示した。

 考 察

本研究では，電力不足という環境変化における節

電への態度が，身体活動増減認識と関連するかどう

かを検討した。これまで環境要因（自然環境，政

策，仕事，近隣都市状況など）が身体活動に影響す

ることは数多く報告されてきたが，電力不足による

節電への態度という環境配慮意識と，身体活動の実

践認識との関連に関する報告は極めて少なく，これ

らの関連を明らかにすることにより，身体活動促進

の新たなチャネルを提示できる可能性があると思わ

れる。

本研究の調査結果から，電力不足における節電へ

の態度では，「努力」が「歩く時間」，「階段昇降や

自転車乗車機会」，「自宅や職場での身体活動」と，

また「社会行動受容」が「自転車乗車機会と階段昇
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降」，「自宅や職場での身体活動」の増加認識と有意

に関連していた。この結果は，節電に対する努力や

社会行動を許容するという前向きな態度が，身体活

動を促進する意識と結びついていることを意味して

いると思われる。これは，海外における環境配慮に

対する肯定的な態度が徒歩通勤や自転車通勤と関連

しているという報告10)を支持する結果である。ま

た，トロント憲章では，身体活動促進が，健康だけ

ではなく，環境保全へも有益であることが謳われて

いる13)ように，環境保全と身体活動との間には，肯

定的な関連性があるのかもしれない。しかしなが

ら，「努力」という態度には，「真面目な性格」とい

うような要因が受容的な態度を産むと同時に身体活

動を増やしたのかもしれない。また，環境配慮行動

の規定要因に関する報告にもあるように，個人や世

帯構成などの交絡因子が影響している可能性14)は否

定できない。一方，電力使用制限令に対する「憤怒」

は，「歩く時間」，「自転車乗車・階段昇降」の増加

と否定的な関連を示した。「憤怒」というネガティ

ブな態度は，身体活動とは負の関連があるのかもし

れない。しかし，遠隔地からの通学や通勤をしてい

る人は，方法を徒歩や自転車に切り替えるというよ

うな代償的な行動が取りにくく，「憤怒」という態

度に至ることや「歩く時間」や「自転車乗車機会」

増加の認識に至る可能性は低いと考えられる。この

ようなことからも，本研究では，電力使用制限令に

対する「憤怒」というネガティブな態度がどのよう

に身体活動と負の関連を示すのかまでは言及できな

い。

本調査では，性，居住地域，就労状況，世帯収入

が，電力不足による身体活動増減認識と関連してい

ることが明らかとなった。また，首都圏の方が「運

動・スポーツ機会」を除く 3 つの身体活動場面で，

身体活動が増加したと認識している者が多かった。

これは，首都圏では，電力使用制限令という供給制

限に伴い，具体的な数値目標（15削減の節電）を

伴う政策が発令されたため，首都圏の方が，節電に

対する社会的要請が高かったことが影響した可能性

が考えられる。また，就労状況におけるフルタイム

か否かという勤務時間の差は，エレベーターの間引

き運転，近隣階への階段利用や操業時間変更の呼び

掛けなど，職場での節電対策の呼びかけ9)や通勤移

動手段の変更が，「歩く時間」の増加意識に関与し

たのかもしれない。加えて，世帯収入1,000万以上

の人の方が，「階段昇降や自転車乗車機会」が増加

していたと認識していた。これは，身体活動・運動

と世帯収入レベルとの関連性に関する報告15,16)と同

様の結果であり，電力不足という環境変化の場合で

も，高世帯収入者の方が，身体活動を積極的に行お

うとすることを示唆している。また，女性の方が，

「運動・スポーツ機会」が減少傾向にあった。電力

不足による節電対策として，公共施設の輪番停電や

フィットネスクラブの営業時間変更などが行われ

た。公共施設を活動拠点とするケースの多い総合型

地域スポーツクラブでは，室内球技，レクリエーシ

ョン種目，健康体操において圧倒的に女性の会員が

多い17)。また，フィットネスクラブにおいても，女

性会員は男性の約 3 倍である18)。このような背景か

ら，女性の方が，輪番停電や営業時間変更などによ

り，運動・スポーツ機会が抑制された可能性がある。

本研究は，インターネットにより10,444人中，

2,400人の回答を得た大規模調査であるが，全体の

回答率が23と高いことや性別，年齢を層化し，各

層200人で回答を打ち切った点からも，本研究の

テーマに関心の高い人や意識の高い人が優先された

可能性によるバイアスは否定できない。本調査対象

者は，全国平均と比較して65歳以上の割合が高く，

フルタイム職業の有無でフルタイムの職業を持たな

い人の割合は低かった。とくに，学歴では，大学・

大学院卒の割合は49.6で，全国平均の33.5より

高く，先行研究で指摘されているように，身体活動

や健康情報と高学歴の関連19,20)も本研究のバイアス

であり，本研究結果を日本人成人全体に当てはめる

ことはできない。

本研究では，環境変化に対する節電への態度と身

体活動増減意識との関連について横断的に検討した

が，それぞれの因果関係については明らかにされて

おらず，本研究の限界点である。今後はさらに，環

境変化に対する，認知，態度，行動，信念に関する

どのような要因が，身体活動に影響するのかが明ら

かになることが望まれるであろう。

 結 論

本調査は，東日本大震災という特殊な背景による

電力不足という環境変化における節電への態度と身

体活動増減認識との関連を検討したものである。電

力不足による社会的取り組みを前向きに受け入れ，

自からも節電努力をしようとする態度を持っている

ことが，身体活動が増加したと認識することと関連

していることが示唆された。

本研究は，文部科学省グローバル COE プログラム

『アクティブライフを創出するスポーツ科学』による研究

の一環として実施された。

(
受付 2012.12. 3
採用 2013. 6.17)
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